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問合せ事例を活用したヘルプデスクオペレータ支援機能の開発

森本 由起子† 間 瀬 久 雄†

平 井 千 秋† 衣 川 一 久††

本稿では，PC 等の計算機に関するユーザからの問合せを受け付けるヘルプデスクにおける回答作
業を支援する機能を提案する．従来のシステムでは，問題とその解決方法をまとめた事例や各種マ
ニュアルを対象とした文書検索機能を用いるものが多かった．しかし，ヘルプデスクの業務経験が十
分でないオペレータが，適切な解決方法を限られた時間内に見つけ出すことが困難であるという問題
があった．我々は，オペレータの回答作業を分析した結果，オペレータが問題解決を行う場合，ユー
ザがかかえる問題に対して，(1) 現象や操作内容を十分に把握する，(2) 原因を的確に特定する，と
いう 2つの作業を支援することが回答作業の効率向上に最も有効であると考えた．本稿では，この 2
つの作業支援を実現すべく，(1)’ 計算機の現象やユーザ操作に関する言語表現に着目した絞り込み検
索機能，(2)’原因を特定するための確認方法を提示する問診誘導機能を備えたヘルプデスク支援シス
テムを提案する．また，上記 2 機能の有効性を検証した評価実験結果について考察する．

Operator Support for Help Desk System

Yukiko Morimoto,† Hisao Mase,† Chiaki Hirai†
and Kazuhisa Kinugawa††

Manufacturing and service companies have a customer service center (Help Desk) to answer
or respond to various questions and claims from their customers. Since the service opera-
tors must answer them quickly and correctly, help desk systems have been used to support
the operators’ work. Most of these systems have various functions that enable the operator
to retrieve case documents that are related to a customer’s question from a large document
database. It would be, however, still difficult to find an appropriate case from retrieved case
documents within the short period of time that the service operator and customer are on the
line together. As operator navigation, we therefore developed two new retrieval functions for
a help desk system to provide solutions to customers’ problems effectively. The first function
extracts keywords that are relevant to the customer’s particular problems and express what
customer is trying to do from the retrieved case documents. The second function gives advice
to the service operator about what questions to ask to clarify the customer’s problem. In
this paper, we describe a help desk system that uses a natural language processing technique
to support help desk operators and the evaluation of the two new functions of the help desk
system.

1. は じ め に

製品やサービスに対する顧客満足度を向上すべく，

ユーザからの問合せや苦情に対応する部署であるヘル

プデスクを設置する企業が増加している．企業とユー

ザとを結ぶ接点となるヘルプデスクの窓口では，オペ

レータと呼ばれる応対者が，電話や FAX，電子メー

ル，インターネット等，様々な通信手段を介して寄せ

られるユーザからの問合せや苦情に対応している．
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多くのヘルプデスクでは，オペレータの作業負荷を

軽減するヘルプデスク支援システムを導入している．

オペレータにとって最も負荷のかかる作業は，問合せ

に対する適切な解決方法を迅速に特定してユーザに説

明する「回答作業」であるので，この作業を支援する

「回答支援機能」はヘルプデスク支援システムにおい

て最も重要な機能である．

本稿では，PC等の計算機に関する問合せを受け付

けるヘルプデスクにおけるオペレータ回答支援機能に

ついて述べる．すなわち，オペレータの回答作業を分

析してパターン化し，これらの作業パターンによる回

答作業を支援する以下の 2種類の機能を備えた回答支

援システムを提案する．
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( 1 ) 問題の解決方法を「現象面」「操作面」から特

定すべく，計算機の現象やユーザの操作に関す

る言語表現に着目して，所望の解決方法を効率

良く検索する「絞り込み検索機能」

( 2 ) 問題の解決方法を「原因面」から特定すべく，

問題の原因を究明するためにユーザに確認すべ

き項目をオペレータに提示する「問診誘導機能」

以下，2 章では，一般的なヘルプデスクの構成およ

びヘルプデスク支援システムの概要について述べる．

3 章では，まず従来方式の問題点を指摘し，この問題

を解決すべく，オペレータの回答作業を分析しパター

ン化する．次に，本パターンによる回答作業を前提と

したときの回答支援機能を提案する．4 章では，上記

回答支援機能の実現方式について述べる．5 章では，

提案機能の有効性を検証すべく行った評価実験結果に

ついて述べる．6 章では，関連技術との比較について

述べる．

2. ヘルプデスクの概要

2.1 ヘルプデスクの構成

典型的なヘルプデスクの構成を図 1 に示す．問題

や苦情をかかえたユーザからの問合せは，最初にオペ

レータが受け付ける．オペレータはユーザ名，問合せ

時刻，問合せ内容，対応内容等を問合せ履歴として記

録する．オペレータ自身で解決できない案件について

は，オペレータの回答作業を専門的な立場から支援す

る「後方支援部署」や，実際に設計・開発に携わった

「関連部署」がヘルプデスクの一部署として対応する．

2.2 ヘルプデスク支援システムの概要

ヘルプデスクには，主に以下の 2つの任務がある．

( 1 ) ユーザからの問合せに対する適切な解決方法を

迅速に特定し，ユーザへ提示すること

( 2 ) 問合せ内容に潜在的に含まれるユーザ要望を適

切な担当部署に伝達すること

上記任務の遂行を支援するヘルプデスク支援システ

ムは以下の主要機能を具備している．

• ユーザ情報管理機能
問合せユーザの契約内容，システム構成情報を管

理し，オペレータにタイムリーに提示する．

• 問合せ内容記録・進捗管理機能
ユーザからの問合せ内容や，オペレータの対応履

歴をデータベースに記録する．また，問合せに対

する回答処理の進行状況を逐次管理する．

• 支援部署との連携機能
後方支援部署や関連部署にユーザからの問合せ対

応を依頼する場合に，オペレータが記録した情報

図 1 典型的なヘルプデスクの構成
Fig. 1 Typical help desk.

を関連部署でも参照可能とする．

• 回答支援機能
問合せ内容に対して適切な解決方法を知らないオ

ペレータに対して解決方法を提示する．

• 問合せ履歴分析機能
問合せ履歴からユーザの要望を抽出して，関連部

署に伝達する．

• FAQ（Frequently Asked Questions）作成機能

高頻度の問合せ内容を抽出し，公開・配信する．

問合せの対応に費やすオペレータ作業時間の約 6割

が問題解決に充てられているという調査結果2)がある

ように，オペレータにとって最も負荷のかかる作業は

ユーザへの回答作業であり，回答支援機能はヘルプデ

スク支援システムの中で最も重要な機能である．

3. 回答支援機能に対する要求分析

3.1 従来型の回答支援機能の概要および問題点

従来の回答支援機能は，問題とその解決方法を記述

した事例集から適切な解決方法を検索する方式が主流

である2)．マニュアルは，システムの使用手順や使用

方法の記載が中心であるが，事例集は，問題や障害が

起こったときの対策方法の記述が中心であるので，マ

ニュアルよりも事例集の方が回答支援には有用である．

すべてのオペレータにすべての製品に対する専門的

な知識を持たせることは，オペレータの教育費用や教

育時間の点で困難である．そのため，ヘルプデスク業

務の経験が浅く，専門知識が豊富でないオペレータは，

解決方法として有用な情報を取得するために過去の問

合せ事例を検索する機会が多い3)．我々もヘルプデス

ク支援システムにおける回答支援機能として，過去の

問合せ履歴を事例とし，日本語文章で入力した問題内

容に類似する事例を検索する類似事例検索システムを

開発し，運用してきた1)．

しかし，実際には，過去の事例を十分に活用できて

いない場合が多い．なぜなら，過去の事例を検索する

場合，入力した検索条件に含まれるキーワードを文章
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図 2 オペレータ回答作業パターン
Fig. 2 Problem solving pattern at help desk.

中に含むか否かに基づいて検索しているにすぎず，そ

の結果，適切な解決方法を記述した事例だけを検索で

きない場合が多いからである．また，適切な事例が検

索結果に含まれていたとしても，短時間での回答が要

求されるヘルプデスク業務において，オペレータ自身

が適切な解決方法を迅速に特定することは困難である．

3.2 オペレータの回答作業パターンの分析

従来の類似事例検索システムに不足している機能を

特定すべく，計算機に関する問合せに対応するヘルプ

デスクオペレータ 13名の回答作業の分析を行った．ま

ず，現場での回答作業に同席し，次に別室で各 1，2

時間の個別面談を行った．その結果，図 2に示す 3種

類の回答作業パターンがあることが分かった．

オペレータの回答作業は，ユーザがかかえる問題

を的確にとらえ，適切な解決方法を導き出す作業

である．そのために，オペレータは頭の中で問題の

「現象」「操作」「原因」を特定しようとする．ここ

で「現象」とは，ユーザがかかえる問題において実

際に計算機等に発生した事象をさす．また「操作」と

は，計算機を作動させるためにユーザが行う動作をさ

す．たとえば「A3用紙に印刷され，A4で印刷できな

い」という問合せにおける下線部は「現象」を表し，

「用紙設定で余白を 0 cmにすると，きれいに印刷でき

ない」という問合せにおける下線部は「操作」を表す．

さらに「原因」とは，問題を引き起こした事象をさす．

たとえば「A4用紙トレーが空だった」という情報は

「原因」を表す．

ユーザがかかえる問題内容（現象，操作，原因）を

十分に理解できていれば，適切な解決方法を特定でき

る（図 2 のパターン 1）．しかし，問題を十分に理解

できていない場合には，問題に対する解決方法の候補

が多数存在する（図 2 のパターン 2，3）．この場合，

現象，操作，原因を明確にして解決方法を特定する．

「現象」「操作」に関する情報はユーザからの問合せ

内容に含まれていることが多い．そこで，オペレータ

は最初の解決方法の特定作業で考慮しなかった「現象」

「操作」に関する情報を重視することで解決方法を絞

り込む（図 2 のパターン 2）．

一方，「原因」に関する情報はユーザからの問合せ

内容に明示されていないことが多い．そこで，「原因」

を特定するための状況をユーザに確認することで「原

因」を特定し，解決方法を特定する（図 2 のパターン

3）．

3.3 回答支援機能実現へのアプローチ

本稿では，前節で述べたオペレータ回答作業パター

ンに基づく，以下の 2つの回答支援機能を提案する．

( 1 ) 絞り込み検索機能

複数の解決候補の中から適切な解決方法を特定する

場合，問合せ内容に含まれる「現象」「操作」に関す

る情報を十分に活用にすれば解決方法を特定できる．

そこで，類似事例検索結果事例の中から「現象」「操

作」に関する情報を絞り込み条件としてオペレータに

提示し，これらの「現象」「操作」に関する情報をオ

ペレータが選択することで検索結果を絞り込む（4.1

節参照）．

( 2 ) 問診誘導機能

複数の解決方法から適切な解決方法を特定するため

に，「原因」に関する情報を活用することも有効であ

る．ただし，「原因」はユーザ自身が把握できていない

場合が多いので「原因」を特定するための確認作業が

必要となる．そこで，「原因」を特定するための確認作

業内容を類似事例検索結果から抽出し，ユーザとの対

話において確認作業が行える形でオペレータに提示す

る（4.2 節参照）．
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4. オペレータの作業パターンに基づく回答支
援機能の実現方式

4.1 絞り込み検索機能

4.1.1 概 要

一般に，検索結果の上位から適切な事例が得られな

い場合，検索者はさらに検索条件を追加して絞り込み

検索を行う場合が多い．このときに検索結果の中から

あらかじめ絞り込み検索に有効な検索条件を提示する

機能は，検索効率を向上させるうえで有効である4)．

そこで，我々は図 2 におけるパターン 2のように，

問題の解決方法の候補が多数存在する場合において，

さらに「現象」「操作」を特定することが問題解決方

法の特定に有効であると仮定し，これらの情報を絞り

込み検索条件として提示する機能として実現する．

たとえば，図 3に示すように，「印刷できない」とい

う問題に対する解決方法は事例の中に多数存在する．

熟練したオペレータは，さらに詳細な「現象」やユー

ザが行った「操作」として，「ユーザが印刷したい A4

サイズではなく，A3サイズで印刷されている」「前日

にマシンの電源を落とした」といった情報を補足する

ことで適切な解決方法を特定している．

本稿で提案する絞り込み検索機能は，このような

「現象」「操作」に関する情報を効果的にオペレータに

提示することで，検索結果から適切な事例のみを抽出

するものである．ただし，短時間で適切な解決方法を

見つけ出すことが必要とされるので，本機能では「現

象」「操作」の内容を文章で提示するのではなく，内

容を端的に示すキーワードをオペレータに提示する．

4.1.2 実 現 方 式

我々は，計算機の障害に関する事例において「現象」

「操作」を端的かつ的確に示すキーワードとして，動

詞およびサ変名詞（「する」という動詞をともない動

詞のように活用する名詞．例「印刷する」等）にまず

着目した．

次に，動詞やサ変名詞には，係り受けの関係にある

名詞が助詞や助動詞をともなって存在する場合が多い．

たとえば「請求書を発行する」という文章では，サ変

名詞「発行」に名詞「請求書」が助詞「を」をともなっ

て係る．この名詞は「現象」「操作」の対象物を示し

ている．

さらに，これらの名詞には，別の名詞が係る場合が

多い．たとえば「月単位契約の請求書を発行したい」

という文章では名詞「請求書」には名詞「月単位契約」

が助詞「の」をともなって係る．これらの名詞も対象

物を限定・補足する情報として有効である．

図 3 「現象」「操作」の観点からの絞り込み検索機能
Fig. 3 Filtering function based on problem solving

pattern 2.

表 1 係り受け解析ルール
Table 1 Modification analysis rules.

係り受け解析ルール
1 名詞→助詞→名詞→動詞／サ変名詞
2 名詞→助詞→名詞→を→動詞／サ変名詞
3 動詞／サ変名詞→名詞→助詞→名詞
4 動詞／サ変名詞→形容詞的接尾語→名詞→助詞→名詞
5 動詞／サ変名詞→補助動詞→名詞→助詞→名詞
6 動詞／サ変名詞→動詞的接尾語→補助動詞→名詞→助詞→名詞

そこで本機能では，検索結果の事例から動的に抽出

した「動詞（およびサ変名詞）」「動詞に係る名詞」「名

詞に係る名詞」の 3種類のキーワードを絞り込み検索

用キーワードとしてオペレータに提示する．

ただし，これらのキーワードを無秩序に提示すると

オペレータの混乱を招くと考え，階層的にキーワード

を提示することにした．すなわち，まず比較的数の少

ない動詞（およびサ変名詞）を提示し，次に選択され

た動詞に係る名詞を提示し，さらに選択された名詞に

係る名詞を提示する．

4.1.3 実 装

問合せ事例を分析し，典型的な表現パターンを表す

6つの係り受け解析ルールを定義（表 1）した．この係

り受け解析ルールを用いて解析した場合，事例から抽

出した動詞に対して，「動詞–名詞」，および「動詞–名

詞–名詞」の係り受け関係までを正しく抽出できたも

のはそれぞれ 72%，50%であった．

本機能を備えた回答支援機能の画面例を図 4 に示

す．本画面は，検索結果をさらに絞り込むための画面

である．本画面は 3つのフレームから構成され，右上

のフレームには検索結果の一覧が表示される．下のフ

レームには，検索結果一覧に含まれる事例の中からオ

ペレータが選択した事例の内容が表示される．左上の
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図 4 絞り込み検索機能の画面例
Fig. 4 Display for filtering function.

図 5 絞り込み検索用キーワードリスト候補
Fig. 5 Keyword list for filtering function.

フレームには絞り込み検索用キーワードが表示される．

検索結果事例からどのような絞り込み検索用キー

ワードが抽出されたかをツリー構造で一覧表示した画

面が図 5 である．表示されたキーワードのいくつか

を選択して絞り込み検索を行うことが可能である．

4.2 問診誘導機能

4.2.1 概 要

我々は図 2 におけるパターン 3 のように，問題の

解決方法の候補が多数存在する場合において，「原因」

を特定することも適切な解決方法を特定するためには

有効であると仮定し，ユーザとの対話において原因を

突き止める確認作業を支援する情報をオペレータに提

示する機能として実現する．本稿では，ユーザとの対

話の中で行う一連の確認作業を「問診」と呼ぶ．

たとえば，図 6に示すように，熟練したオペレータ

は，問題の原因を特定するために，どのような問診を

ユーザに対して確認すればよいかを熟知している．

本稿で提案する問診誘導機能は，「原因」を特定する

図 6 「原因」の観点から解決方法を特定する問診誘導機能
Fig. 6 Guidance function based on problem solving

pattern 3.

ための確認作業に関する情報を「問診項目」としてオ

ペレータに効果的に提示し，確認作業の結果として検

索結果から適切な事例のみを抽出するものである．

4.2.2 問診誘導機能実現のための事例記述

我々がこれまでに開発してきた類似事例検索システ

ムでは，「問題内容」とその「解決方法」や「対策」を

文書構造タグを用いて記述した問合せ履歴を事例とし

て用いている．今回，問診誘導機能の実現にあたり，

「原因」を特定するための問診項目として，「確認項目」

「方法」「結果」の 3つのタグを追加し，これらの情報
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を事例に埋め込むことにした．

( 1 ) 「確認項目」の記述

原因を特定するために，図 6 に示すように，オペ

レータがユーザに確認すべき内容を記述する．たとえ

ば，「印刷できない」という問合せに対しては「プリン

タの電源を確認する」や「アプリケーションのプリン

タの設定を確認する」等である．

( 2 ) 「方法」の記述

上記確認内容をユーザに操作，実行させる手順や詳

細情報を記述する．たとえば，「プリンタの電源を確認

する」場合は，「プリンタの電源ランプが点灯している

かを確認する」や「スイッチがオンになっているかを

確認する」という方法を記述する．具体的な手順が複

数存在する場合は，時系列に沿って記述する．

( 3 ) 「結果」の記述

上記の確認項目の結果を記述する．結果によって，

次に行う操作が変わる場合には，考えられる結果をす

べて記述する．たとえば，「プリンタの電源を確認」し

た場合，「電源が入っていた」か「電源が入っていな

かった」かによって，次の対応が異なるはずである．

結果に応じてさらに次の「確認項目」が存在する場

合は，その「確認項目」を記述する．また，「原因」が

特定され解決方法が一意に決定する場合は，その解決

方法を「回答」として記述する．

「原因」を特定するための「確認項目」が複数存在す

る場合は，上記 ( 1 )から ( 3 )のタグをそれぞれ記述

する．また，確認作業として優先すべき「確認項目」

から順に記述する．

4.2.3 実 現 方 式

前項で述べた方式に基づいて記述した事例を用いて，

問診誘導機能を以下の手順で実現した．

( 1 ) 検索結果に含まれる問診項目に記載されている

「確認項目」を問診誘導項目の候補として提示する．

1 つの事例の中で優先度が高い「確認項目」ほど，

また，検索結果事例に含まれる件数の多い「確認項

目」ほど上位に表示する．

( 2 ) 「確認項目」を選択すると，その「確認項目」に

おける「方法」および「結果」を表示する．また同

時に，検索結果一覧画面では，この「確認項目」を

含む事例のみに絞り込んで表示する．

4.2.4 実 装

検索結果の事例集合から抽出した「確認項目」の一

覧が表示された画面を図 7に示す．提示した「問診項

目」の中からオペレータがユーザに対して確認する必

要があると判断し，オペレータがその「確認項目」を

選択すると，図 8 のように，その「確認項目」の「方

図 7 問診誘導機能における画面例 1

Fig. 7 Display for guidance function (1).

図 8 問診誘導機能における画面例 2

Fig. 8 Display for guidance function (2).

法」「結果」が提示される．また，オペレータがユー

ザに対して確認内容を指示し，「結果」が特定すると，

その結果に対する「回答」もしくは，次の「確認項目」

を提示する．1つの「確認項目」の内容に関する確認

作業をオペレータが行った場合には，検索結果は，そ

の「確認項目」を含む事例のみに絞り込まれる．この

操作を繰り返すことで，検索結果を原因によって絞り

込むことが可能である．

4.3 ヘルプデスクへの適用

4.1 節，および 4.2 節で述べた 2機能を，既開発の

類似事例検索システムの付加機能として実装し，実際

のヘルプデスクにおいて実運用している．この類似事

例検索では，約 15,000件の事例を対象とし，日本語

文章で問題内容を入力すると，その問題に類似する事

例を検索結果として提示する．

本システムでは，最初に文章を入力し類似事例検索

を行った結果に対して，適切な回答が短時間で見つけ

られなかった場合に，提案した 2機能を使って絞り込

む．入力した文章が適切でない場合には，最初の検索

結果に正解事例が含まれず，その結果を絞り込んでも
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適切な事例を見つけられない．しかし，本システムで

は，事例に分野特化した同義語辞書を備えることで，

より精度の高い類似事例検索結果を出力する．

問診誘導機能の実現にあたり，既存の事例に「問診

項目」「方法」「結果」タグに対するデータの記述をヘ

ルプデスクのオペレータに課すことは困難であるため，

専門的な知識を持つ人間を用意して記述させている．

ヘルプデスクにおける知識化を考えると，専門的な知

識を持つ人間を別途用意したとしても，それ以上にオ

ペレータの回答精度が上がるメリットの方が大きく問

題はない．

オペレータは経験に基づき，提案する 2機能を使い

分けている．問合せに対する原因が複数あり，かつ，

原因によって対策が異なるために，まず原因を特定す

べきであると判断された場合は問診誘導機能を利用し，

そうでなく，問合せの内容理解が不十分で「現象」や

「操作」に関する情報をさらに詳しく追求したい場合

には絞り込み検索機能を利用する．

5. 評 価 実 験

上記 2機能の有効性を検証すべく評価実験を行った．

5.1 絞り込み検索機能の評価実験

5.1.1 評価実験方法

( 1 ) 被験者

ヘルプデスクにおけるオペレータ 10名．オペレー

タとしての経験は，1カ月から 1年弱までである．

( 2 ) 実験環境

提示された問合せに対して，被験者は本システムを

用いて類似事例検索（事例件数 12,000件）を行い，問

合せの解決方法として適切な内容が記述されている事

例を 1つだけ特定する．適切な内容が記述されている

事例は複数存在するが，いずれか 1つを選択できてい

れば正解とする．

本機能の有効性を検証するために，難易度が同じレ

ベルの問合せを 2つ用意し，一方の事例は絞り込み検

索機能付きで，一方は絞り込み検索機能のない従来の

類似事例検索のみで作業させた．また，問合せ難度に

差があった場合を想定して，被験者を 2グループに分

け，2つの問合せを入れ替えて実験した．

被験者にとって本機能は初めて使用する機能であっ

たので，最初にこの機能の使用方法について個別に十

分な説明を行った．本機能の習熟度は従来の類似事例

検索システムの他の機能に比べると十分ではないと思

われるが，10 名の被験者間では同等の習熟度である

と考え，特に問題ないものとする．

( 3 ) 実験時間

表 2 絞り込み検索機能の評価実験結果
Table 2 Result for filtering function.

実験環境 正解率 平均検索時間
test-1 絞り込み検索なし 30%（3 名） 9.6 分
test-2 絞り込み検索あり 60%（6 名） 10.0 分

制限時間を設けずに，被験者が適切な事例を特定す

るまで行わせた．ただし，ユーザが回答を待っている

ことを想定して作業させた．また，適切な事例がない

と判断することを許容した．

( 4 ) 実験問題

人事/給与計算管理を行うアプリケーションにおい

て，以下の問合せを提示した．

( a ) 請求書の金額が 0円になる．

( b ) 月単位契約の請求書を日単位契約にしたい．

なお，この 2つの問合せに対する適切な解決方法を

記述した事例があらかじめ事例DBに含まれているこ

と，および被験者が上記アプリケーションについての

知識が浅いことは調査済みである．

5.1.2 評価実験結果および考察

問合せの解決方法として適切な内容が記述されてい

る事例であると被験者が判定した事例が正解であった

場合の正解率を表 2 に示す．被験者が選択した事例

が問合せ内容に対して適切な事例であれば正解とし

た．絞り込み検索機能を用いた場合，正解率が 30%か

ら 60%に向上した．しかし，問合せ内容を提示して

から事例を特定するまでにかかった平均時間に差はな

かった．

被験者への実験後のアンケート結果によると，大部

分の被験者は，従来自分自身で考えなければならな

かった絞り込み検索用キーワードが自動的に提示され

るので，より短時間で事例を絞り込めたとコメントし

た．その結果としてより多くの事例の内容を確認する

ことができ，正解率が上がったものと考える．

作業時間が短縮されなかった原因として，階層的に

提示されるキーワードの表示インタフェースに慣れて

いないことがあげられる．しかし，この作業時間は今

後の実業務において短縮されると考える．

5.2 問診誘導機能の評価実験

5.2.1 評価実験方法

( 1 ) 被験者

ヘルプデスクのオペレータ経験の浅い新人社員 3名

を被験者とする．

問診に関する手がかり情報なしに問診を行うことは

困難だが，問診に関する手がかり情報が提示されれば，

指示どおりの問診を行うことができるであろうという

考え，すなわち，経験の浅いオペレータではその挙動
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にばらつきはないであろうという考えに基づき，被験

者は少数で十分であると判断した．

( 2 ) 実験問題

まず，グループウェアシステムに関する以下の 4問

の問合せ内容を提示し，適切な回答を見つける作業を，

従来の類似事例検索システムのみを使って行わせた．

( a ) カレントユーザ IDが分からない．

( b ) サーバを使う権限がありませんと言われる．

( c ) アドレス帳が開けないというエラーが発生する．

( d ) ワークスペース上に DBアイコンがない．

次に，問診誘導機能についてそれぞれに 10分から

20 分程度説明を行い十分に理解させた後に，同じ問

題を問診誘導機能付きの類似事例検索システムを使っ

て，回答を見つける作業を行わせた．類似事例検索機

能については，すでに習得済みであり特に説明はして

いない．また，本システムでは 15,000件の事例中，グ

ループウェアに関する約 300件の事例に問診項目が記

述されている．

本機能を使用するときは，オペレータの確認作業に

対して何らかの回答を返すユーザが必ず存在すること

を想定している．しかし，評価実験においては，すべ

ての被験者からの様々な問診に対して均一な回答を行

うという状況を設定することは困難であると考え，本

実験ではユーザの立場の人間を用意せず，確認項目に

対するユーザからの回答結果はオペレータの判断に任

せた．

被験者には本システムを用いて検索を行わせ，問合

せ内容に対する適切な回答を作成させた．回答および

回答に適していると選択した事例が各実験問題に対す

る正しい解答であるか否かは，熟練したオペレータが

回答内容を見て，適切な回答か否かを判定した．

5.2.2 評価実験結果および考察

評価実験結果を表 3 に示す．

問診誘導機能のない場合には，適切な回答が分から

ないと答えた被験者が大部分であった．また，問診誘

導機能付きの場合は，すべてのオペレータは，多くて

も 5回の問診を行うことで回答事例を特定した．

本機能の使用方法について説明した後に問診誘導機

能を利用させた場合には，どの問合せ内容でも適切な

回答を見つけることができた．

被験者がオペレータ経験の浅い新人であり，最初は

提示した問合せ内容が理解できなかったが，本機能の

使用方法や有効性を説明することで，解決方法を特定

するためには「原因」を特定する必要性を理解でき，

その結果，本機能を活用して適切な回答事例を見つけ

ることができたと考えられる．

表 3 問診誘導機能の評価実験結果
Table 3 Result for guidance function.

実験環境 正解率 平均検索時間
test-1 問診誘導なし 0% —

test-2 問診誘導あり 100% 1.0 分

しかし，本機能の使用方法があらかじめ知らされて

いない場合には適切な回答を見つけることができな

かったので，本機能を実運用する場合には，マニュア

ルや事前教育により使用方法を十分に理解させる必要

がある．

また，これまで経験の浅いオペレータは，ユーザに

どのような確認作業を行えばよいか分からず，熟練し

たオペレータに質問することが多かった．その結果，

ユーザを待たせるだけではなく，他のオペレータの回

答作業を中断させてしまうという問題があった．本機

能の実装により，上記の問題が少なくなったとの熟練

オペレータのコメントも得られている．

6. 関連技術との比較

従来のヘルプデスク支援システムにおける回答支援

機能の主流として，全文検索システム1) や概念検索

システムがある2),3)．しかし，オペレータがユーザの

かかえる問題を十分に把握できていない場合には，適

切な検索条件を入力することができず，その結果適切

な解決方法のみを抽出することはできない．これは，

WWW上の検索エンジンを利用する場合にもあては

まる．WWW上の検索エンジンでは，検索結果文書

集合から検索結果を特徴付けるキーワードを自動的

に抽出し，利用者の検索の発想を支援する relevance

feedback機能を備えているものがある4)．我々の提案

する絞り込み検索機能も relevance feedbackと同種の

ものである．しかし，ヘルプデスクでは迅速な回答が

要求されるため，絞り込み検索にかかる時間をできる

だけ短くすべきである．そこで，本システムでは，問

合せ事例の文章における表現パターンを考慮して，動

詞と名詞の関係を着目した絞り込み検索用キーワード

を提示する実現方式を採った．さらに，絞り込み検索

用のキーワードを体系的に提示することで，ユーザが

フィードバック情報を迅速に入力できる点で効果があ

ると考える．

ヘルプデスク支援システムの中には，あらかじめ問

合せ履歴をタグを用いて構造化して記述しておき，こ

れらのタグを用いてより適切な結果を検索結果の中か

ら抽出する機能を備えているものがある5)．このシス

テムでは，最初に類似文書検索において適切な事例を

特定できない場合に，補足情報を記述したタグを利用
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し，内容ごとに分類した形で検索結果を見ることが可

能である．しかし，このシステムでも，補足タグに記

述した製品名や OS名等の文字列で検索結果を分類す

るだけである．このようなタグも，我々のシステムの

ように「現象」「操作」の観点で記述し，その内容で

分類できれば，同様の効果が得られるものと考える．

また，診断型エキスパートシステムを用いた回答支

援システムがある6)．このシステムではユーザの視点

に対応する質問に回答していくことで解決方法にたど

り着くインタフェース機能を備えている．我々の問診

誘導機能と同様のものであるが，提示された複数の確

認項目に対して優先順位が提示されていないため，適

切な確認項目の特定が困難な場合がある．

一方，単語レベルの情報だけでなく，単語間の係り

受け関係や意図表現に関する情報を用いて，膨大な文

章を分析するシステムがある7),8)．しかし，このシス

テムの目的が文章内容のマクロな傾向分析であるのに

対し，我々のシステムは，大量の文章の中から特定の

問題に対する解決方法を記述した文章を迅速に絞り込

んで取り出すことを目的としており，システムの利用

方法が異なる．

7. 結 言

ヘルプデスクにおけるオペレータの回答作業を支援

する機能を備えたヘルプデスク支援システムを開発し

た．我々は，オペレータが問題に対する解決方法を見

つけるためのアプローチとして，検索結果を「現象」

「操作」「原因」の観点から特定することで検索結果を

絞り込む，絞り込み検索機能および問診誘導機能を提

案し，プロトタイプを開発した．さらに，上記 2機能

の実現有効性を検証するために，オペレータを対象に

評価実験を行い，その有効性を検証することができた．

今後は，「現象」「操作」に関する情報の抽出方式の

洗練化や，オペレータの実業務において確認作業の内

容を効率良く事例に反映させる方式を検討していく．
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